
令和５年２月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（令和４年 12 月内容） 

（職業安定部職業安定課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「緊急雇用安定助成金」「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付

金」受付終了のお知らせについて 

（職業安定部職業安定課） 

（職業安定部職業対策課） 

 

 

 

 

３ 新たなユースエール認定企業が誕生しました！ 

（職業安定部訓練室） 

 

 

度全国労働衛生週間（第 73 回）の実施について 

 

 

 

 

「緊急雇用安定助成金」「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」

は、本年度末を持って終了する予定です。 

申請期限を過ぎると受付できませんので、ご注意ください。 

 

有効求人数    44,798 人  対前月比  3.1％増（３か月ぶりの増加） 

 

 有効求職者数   32,846 人   対前月比  0.3％減（５か月連続の減少） 

 

 有効求人倍率    1.36 倍   前月比  0.04 ポイント上昇 

 

※ 数値は季節調整値 

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況等が優良な中小企業２社を

「ユースエール認定企業」として、認定しました。 

（新たな認定企業） 稲村建設 株式会社 

          株式会社 ロボネット・コミュニケーションズ 

 



鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部

　職 業 安 定 課 長 松山　　和幸
　地方労働市場情報官 古川　　　恵

℡．　099  (  219  )  8711

〇有効求人倍率の状況

・有効求人倍率（季節調整値）   　１．３６倍　　前月より0.04ポイント上昇（３か月ぶりの上昇）

・全国では、28番目の高さ。九州では、宮崎県、大分県、佐賀県、熊本県に次ぎ、５番目の高さ。
・〔全国〕　有効求人倍率（季節調整値） 　１．３５倍　　前月と同率

・有効求人数（季節調整値） ４４，７９８人　　前月より3.1％増加（３か月ぶりの増加）

・有効求職者数（季節調整値） ３２，８４６人　　前月より0.3％減少（５か月連続の減少）

・就業地別有効求人倍率（季節調整値）１．４５倍　 前月より0.04ポイント上昇（２か月ぶりの上昇）

　※公表値としては、集計開始以降、継続的に「受理地別」（求人を受理したハローワークの所在地で求人数を集計）を使用。

　　「就業地別」は、求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する就業地で求人数を集計し、算出したもの。

〇新規求人・求職の状況

・新規求人倍率（季節調整値） 　　２．３６倍　　前月より0.23ポイント上昇 （３か月ぶりの上昇）

・新規求人数（原数値） １５，０７１人　　前年同月より  8.1％増加 （23か月連続の増加）

主要産業の新規求人数（前年同月比）
　増加した業種・・・  宿泊業・飲食サービス業（26.4％増）、運輸・郵便業（25.2％増）、

　減少した業種・・・  製造業（9.5％減）、サービス業（他に分類されないもの）（3.9％減）、
　　　　　　　　　　　　　医療・福祉（2.7％減）、建設業（2.4％減）

・新規求職申込件数（原数値）　５，０９９人　　前年同月より  2.3％減少 （２か月ぶりの減少）

・有効求人倍率（原数値）   　１．３５倍　　前年より0.10ポイント上昇（２年連続の上昇）

鹿児島の雇用失業情勢（令和４年12月分）及び令和４年の概要について

～有効求人倍率は、１．３６倍と、前月を0.04P上回った。～

　 

鹿 児 島 労 働 局 発 表

令和5年1月31日（火）

                            卸売業・小売業（14.4％増）

 (P６参照)

 (P６参照)

 (P６参照)

 (P７参照)

求人は高水準が続いているものの、新型コロナウイルス 感染症や
物価上昇が雇用に与える影響について、引き続き注視が必要。

Press Release

12月の概要

令和４年の概要



１.　求人倍率の推移(一般・ パート、年度平均は原数値、各月は季節調整値)

２.　求人の動き(一般・パート、原数値)

新規求人数は、前年同月比8.1％増と、23か月連続で前年同月を上回った。
各月右欄は、前年同月比(％)
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※求人数の多い主な産業のみ内数として掲載しているため、合計とは一致しない。
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本県 1.23 1.32 1.33 1.12 1.30 1.33 1.33 1.34 1.34 1.35 1.36 1.36 1.38 1.34 1.36 1.35 1.32 1.36
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３­１.　求職の動き(一般・パート、原数値）

新規求職申込件数は、２か月ぶりに減少した。

各月右欄は、前年同月比(％)

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

３­２．　新規求職申込件数の態様別状況（一般・パートのうち常用、原数値 )

「離職求職者（うち自己都合）」が、３か月ぶりに減少に転じた。

各月右欄は、前年同月比(％)
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４.　就職の動き(一般・パート）

就職件数は45歳以上の年齢において、４か月ぶりに増加に転じた。
各月右欄は、前年同月比(％)

就職件数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.正社員の求人・求職状況（原数値）

正社員有効求人倍率は、前年同月比より0.07ポイントの上昇となった。

各月のうち右欄は、前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)　

（※）正社員有効求職者数・・・・パートを除く常用の有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれている。）

６.令和４年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率の推移（一般・パート、原数値）
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有効求人数に占める割合 48.2% ▲ 0.1 49.6%
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全　　国 0.90 0.70 1.02

7.3

0.13 1.07 0.14 1.11 0.140.13

▲ 2.146.5% 1.5

1.24

正社員有効求人数 20,159 15.3 21,643 8.6

正社員有効求人倍率 1.08 0.17 1.13 0.05 0.071.16 0.07 1.17 0.05

新規求人数に占める割合 47.3% 0.0 48.0%49.5% ▲ 0.4 3.048.2%

7,001 13.4 7,450 3.6 3.86,996 6.8 7,2417,894

令和４年
12月

8.2

令和３年度
(  月平均  ) ９月 10月 11月

正社員新規求人数

令和３年12月 1.38 1.47 1.46 1.87 1.52 1.37 1.70 1.35 1.18 1.52 1.96 1.31 1.53 1.43
令和４年１月 1.39 1.54 1.42 1.92 1.45 1.31 1.67 1.42 1.15 1.35 1.92 1.38 1.44 1.41

２月 1.45 1.56 1.45 1.91 1.50 1.30 1.58 1.40 1.17 1.20 1.96 1.39 1.43 1.43
３月 1.43 1.58 1.44 1.82 1.44 1.27 1.46 1.38 1.12 1.43 1.71 1.31 1.42 1.41
４月 1.34 1.49 1.44 1.51 1.29 1.19 1.32 1.16 0.96 1.32 1.55 1.20 1.42 1.30
５月 1.28 1.40 1.27 1.38 1.29 1.15 1.26 1.19 0.94 1.27 1.63 1.16 1.41 1.26
６月 1.28 1.23 1.25 1.36 1.33 1.19 1.27 1.14 0.96 1.32 1.62 1.17 1.51 1.27
７月 1.34 1.25 1.42 1.50 1.28 1.21 1.36 1.20 0.99 1.38 1.74 1.25 1.49 1.32
８月 1.34 1.28 1.26 1.55 1.26 1.22 1.38 1.22 0.98 1.36 1.53 1.24 1.61 1.31
９月 1.36 1.55 1.29 1.53 1.27 1.19 1.44 1.14 0.99 1.37 1.59 1.30 1.51 1.32
10月 1.38 1.70 1.42 1.59 1.33 1.20 1.53 1.12 1.03 1.40 1.67 1.36 1.48 1.35
11月 1.43 1.75 1.32 1.75 1.38 1.19 1.28 1.15 0.98 1.70 1.69 1.39 1.52 1.38
12月 1.51 2.04 1.32 1.81 1.87 1.26 1.27 1.23 0.98 1.50 1.76 1.42 1.61 1.47

局計名瀬 指宿国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水安定所 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋



（参　　　　考）

概　　況
・ 鹿児島県の令和４年平均の受理地別有効求人倍率は1.35倍となり、前年を0.10ポイント上回った。

なお、全国の令和４年平均の受理地別有効求人倍率は1.28倍となり、前年を0.15ポイント上回った。

・ 鹿児島県の令和４年平均の就業地別有効求人倍率は1.43倍となり、前年を0.12ポイント上回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、　原数値  )

２.　求人・求職の動き(  パートを含む、原数値  )

(   ) 内前年比(％)

－ ５ －

187,154

(11.0)

(7.9)

４年

鹿　児　島　の　雇　用　失　業　情　勢

（　令和４年総括分　）

２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年 ３年 ４年

1.13
有効求人倍率

本県 1.02 1.19 1.31 1.35

2.25

1.14 1.25 1.35

全国 1.36 1.50 1.61 1.60 1.18 1.28

新規求人倍率
本県 1.53 1.76 1.87 1.98 1.85 2.05

2.02 2.26全国 2.04 2.24 2.39 2.42 1.95

Ｅ　製造業

新規求人数 154,013 (▲ 14.8) 173,421 (12.6)

Ｄ　建設業 14,887 (▲ 0.1) 17,438 (17.1) 18,121 (3.9)

(▲ 21.8) 6,050 (▲ 0.4) 7,089

13,387 (▲ 14.1) 16,949 (26.6) 18,819

(17.2)

Ｉ　卸売業、小売業 22,088 (▲ 17.1) 23,908 (8.2) 25,122 (5.1)

Ｈ　運輸業、郵便業 6,077

58,516 (5.8)

Ｍ　宿泊業、飲食サー ビス業 8,038 (▲ 39.2) 9,273 (15.4)

(7.8)

11,901

(▲ 25.9) 17,313 (21.9) 18,658

(28.3)

433,884 (▲ 14.1) 487,285 (12.3) 533,851

Ｐ　医療、福祉 49,296 (▲ 8.8) 55,317 (12.2)

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの） 14,199

395,427 (1.2)

新規求職申込件数 83,339 (▲ 8.8) 84,606 (1.5)

有効求人数

83,286

２年 ３年

(▲ 1.6)

有効求職者数 380,440 (1.5) 390,891 (2.7)

(9.6)

0.2

0.6

1.0

1.4

1.8

2.2

2.6

２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年 ３年 ４年

（ 倍 ）

本県 (  有効 )

全国 (  有効 )

本県 (  新規 )

全国 （ 新規 ）

全国 （新規）

本県（新規）

全国（有効）

本県（有効）



〇新規求人数・・・・・・ ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数。

「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計。

ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数と、新たにハローワーク
インターネットサービスからオンライン登録を行った件数（オンライン登録者）の合計。

「前月から繰越された有効求職者数及び有効オンライン登録者」と当月の「新規求職申込件数」
の合計。

求職者数に対する求人数の割合。
求人を受理したハローワークが所在する地域ごとに集計した数値である受理地別求人倍率と、
実際に就業する地域ごとに集計した数値である就業地別求人倍率がある。

「新規求人数」÷「新規求職申込件数」（新規オンライン登録者を含む）。

「月間有効求人数」÷「月間有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。

「正社員の有効求人数」÷「パートを除く常用の有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。
ただし、「パートを除く常用の有効求職者」には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

１年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値。
求人数や求職数は、経済状況だけでなく、社会習慣等の季節的な理由によっても変化する。
そのため、季節変動を有する系列の分析を行う際には、季節的な理由による変動を排除する必要が
あり、この季節変動の除去を「季節調整」という。

毎年１回（１月分公表時に）季節調整値替えが行われ、過去の季節調整値は改訂される。

実際の数値（季節調整前の数値）。

ハローワークの有効求職者が、ハローワークの紹介により就職したことを確認した件数と、
オンライン登録者がハローワークインターネットサービスから自主的に応募し就職が確認された
件数の合計。

〇一        般・・・・・ パートタイム以外のものをいう。

パートタイムの略。１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の
所定労働時間に比べて短いものをいう。

雇用契約において雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているもの
（季節労働を除く）。

パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

         （注）　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに
　            　 来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に
　            　 直接応募した就職件数等が含まれている。

〇常        用・・・・・

〇正　社　員・・・・・

⇒有効求人倍率・・・・・

⇒正社員有効求人倍率・・・・・

〇季節調整値・・・・・

〇原　数　値　・・・・・

〇就 職 件 数  ・・・・・

〇パ 　ー　 ト・・・・・

〈　用　語　の　解　説　〉

〇有効求人数・・・・・・

〇新規求職申込件数・・・・・・

〇有効求職者数・・・・・・

○求 人 倍 率 ・・・・・・

⇒新規求人倍率・・・・・



緊急雇用安定助成金を申請する事業主のみなさまへ

緊急雇用安定助成金は、令和５年３月31日をもって終了する予定です

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、雇用保険被保険者とはならない労働者に係る休業を対象に
した緊急雇用安定助成金を実施してきましたが、本助成金は令和５年３月31日までの休業をもって受付を
終了します。申請期限や最後の判定基礎期間の申請方法は次のとおりです。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク LL041227企01

申請期限について

最後の判定基礎期間について

雇用調整助成金について

緊急雇用安定助成金の申請期限は、支給対象期間（１～３の連続する判定基礎期間）の末日の翌
日から起算して２か月以内です。申請期限を過ぎた場合は、申請を受け付けることができません。
郵送又はオンライン申請による場合は、上記の日までに支給申請書等が労働局・ハローワークに

到達していなければなりませんので、ご注意ください。
なお、令和５年３月31日を含む判定基礎期間の申請期限は、

です。

令和５年３月31日を含む判定基礎期間については、賃金締め切り日や最終休業日にかかわらず、判定基
礎期間末日が一律に令和５年３月31日までとなります。なお、令和５年４月１日以降も休業を実施した場
合であっても、助成対象となるのは令和５年３月31日までに実施した休業のみとなります。

末日締めの事業所の例：

ご不明な点は、以下のコールセンターまでお問い合わせください。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター

0120-603-999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む

令和5年２月１日～令和５年２月28日

判定基礎期間

令和5年３月１日～令和５年３月31日

判定基礎期間（最終）

申請期間： 令和5年３月１日 ～ 令和５年４月30日

申請期間： 令和5年４月１日 ～ 令和５年５月31日

判定基礎期間（最終）と同時に申請
する場合は、令和５年５月31日まで

20日締めの事業所の例：

令和5年２月21日～令和５年３月20日

判定基礎期間

令和5年３月21日 ～
令和５年３月31日

判定基礎期間（最終）

申請期間： 令和5年３月21日 ～ 令和５年５月20日

申請期間： 令和5年４月１日 ～ 令和５年５月31日

雇用調整助成金の制度自体は令和５年４月以降も継続しますが、令和５年４月以降の取扱いについて
は、新型コロナウイルス感染症の感染状況や雇用情勢を踏まえながら検討の上、改めてお知らせします。

※ 末日締め以外の事業所の場合で、令和５年３月31日を末日とする１か月未満の判定基礎期間と、その直前の判定基礎期間を通算して
申請する場合に限り、通算した判定基礎期間の初日の2か月後の日から２か月以内が申請期間となり、令和５年６月中に申請期限が来
る場合があります。詳しくは下記「最後に申請する判定基礎期間について」の「20日締めの事業所の例」の②を参照してください。

令和5年２月21日 ～ 令和５年３月31日

判定基礎期間（最終）

申請期間： 令和5年４月１日 ～ 令和５年６月20日

判定基礎期間（最終）の初日の２か
月後の日から起算して、２か月以内

①

②

①
・
②
い
ず
れ
か
で
申
請

令和５年５月31日まで※（必着）

※本リーフレットは令和５年度厚生労働省予算案の内容です。



労働者・事業主の皆さまへ

「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」

受付終了のお知らせ

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク LL050104保02

休業した期間 申請期限

令和４年10月 ～ 令和４年11月 令和５年２月28日（火）

令和４年12月 ～ 令和５年１月 令和５年３月31日（金）

令和５年２月 ～ 令和５年３月 令和５年５月31日（水）

申請対象期間及び申請期限

■厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金HP
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html (右記QRコード)

■お電話でのお問い合わせは厚生労働省コールセンターへ
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター
電話 0120-221-276 月～金 8：30～20：00 / 土日祝 8：30～17：15

お問い合わせ

×
休業前の１日当たり

平均賃金 60%×
各月の休業期間

の日数 ー

１日当たり支給額 （8,355 円が上限） 休業実績

給付金額の算定

・就労した日数
・労働者の事情で休んだ日数

【注意点】
○ 対象となる休業は、新型コロナウイルス感染症の影響による休業に限ります。
○ 郵送申請の場合は申請期限必着、オンライン申請の場合は申請期限内に申請内容
を送信する必要があります。

○ オンライン又は郵送で申請期限内に申請していれば、申請書類の不足等でシステ
ムや郵送により返戻を受けたものを申請期限後に再提出する場合であっても、申
請期限内に申請されたものとして取り扱っています。

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金は、本年度末
をもって終了する予定です。
申請期限を過ぎると受付できませんのでご注意ください。

※ 令和４年11月末までの休業の場合は80％

※

https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html
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新たなユースエール認定企業が誕生しました！！ 
～２月６日に認定通知書交付式を行います～ 

鹿児島労働局（鹿児島労働局長 中所
ちゅうしょ

 照
てる

仁
ひと

）は「青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用

促進法）」に基づき、若者の採用・育成に積極的で、離職率・有給休暇取得実績等、雇用管理の状況等が

優良であるとして、下記企業をユースエール認定しました。 

 これにより、鹿児島県内で認定中のユースエール認定企業数は合計17社となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

〈添付資料〉                        

・ ユースエール認定制度のリーフレット 

～ 鹿児島労働局から、報道関係者の皆様へお願い ～ 

新型コロナウイルス感染防止の観点から人数制限を行う場合もありますので、取材を希望される場

合は、事前に訓練室（099-219-8711）までご連絡ください。 

令和５年１月３１日 

鹿児島労働局 職業安定部 訓練室 

室  長 廣 瀬  和 泰 

係  長 川 越  大 輔 

電  話  099-219-8711  





( )



若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小
企業（常時雇用する労働者が300人以下の事業主）を、若者雇用促進法に
基づき厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定しています。

認定した企業の情報発信を後押しすることなどで、企業が求める人材の
円滑な採用を支援し、求職中の若者とのマッチング向上を図ります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

若者の採用・育成に積極的で
雇用管理の優良な中小企業を応援します！

若者の採用・育成に積極的な中小企業の皆さまへ

Ａ

１
ハローワークなどで
重点的ＰＲを実施

「わかものハローワーク」や「新卒応援ハローワーク」などの支援拠点で
認定企業を積極的にＰＲすることで、若者からの応募増が期待できます。
また、厚生労働省が運営する、若者の採用・育成に積極的な企業などに
関するポータルサイト「若者雇用促進総合サイト」などにも認定企業として
企業情報を掲載しますので、貴社の魅力を広くアピールすることができます。

2
認定企業限定の就職面接会
などへの参加が可能

各都道府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などについて
積極的にご案内しますので、正社員就職を希望する若者などの求職者
と接する機会が増え、より適した人材の採用を期待できます。

3
自社の商品、広告などに
認定マークの使用が可能

認定企業は、ユースエール認定マーク（右）を、商品や広告
などに付けることができます。認定マークを使用することに
より、ユースエール認定を受けた優良企業であるということ
を対外的にアピールすることができます。

４
日本政策金融公庫による
融資制度

株式会社日本政策金融公庫（中小企業事業・国民生活事業）において実施し
ている「働き方改革推進支援資金（企業活力強化貸付）」を利用する際、基
準利率から－0.65％での融資を受けることができます。

※ 基準利率は、令和４年３月１日現在（期間5年以内）
中小企業事業1.07％、国民生活事業1.82％です。

※ 貸付期間、担保の有無などに応じて異なる利率が適用されます。
※ 働き方改革推進支援資金（企業活力強化貸付）の詳細は、以下のＵＲＬをご覧ください。

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata_m.html

５ 公共調達における加点評価

公共調達のうち、価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画
競争方式）を行う場合は、契約内容に応じて、ユースエール認定企業を加点
評価するよう、国が定める「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の
活用に関する取組指針」において示されています。

※ 加点評価の詳細は、公共調達を行う行政機関によって定められています。

LL040331開若03

ユースエール認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、
企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待されます。

Ｑ「ユースエール認定企業」として認定を受けると、どんなメリットがありますか？

ご存じですか？
｢ユースエール認定制度｣

＜認定マーク＞



１ 学卒求人※１など、若者対象の正社員※２の求人申込みまたは募集を行っていること

２ 若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること

３
右の要件をすべて
満たしていること

・「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること

・直近３事業年度の新卒者などの正社員として就職した人の離職率が20％以下※３

・前事業年度の正社員の月平均所定外労働時間が20時間以下かつ、月平均の法定時間外労
働60時間以上の正社員が１人もいないこと

・前事業年度の正社員の有給休暇の年間付与日数に対する取得率が平均70％以上又は年間
取得日数が平均10日以上※４

・直近３事業年度で男性労働者の育児休業等取得者が１人以上又は女性労働者の育児休業等
取得率が75％以上※５

４
右の青少年雇用情報
について公表してい
ること

・直近3事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数、男女別採用者数、平均継続勤務年数

・研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサルティング制度・社内検
定等の制度の有無とその内容

・前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の取得対象者
数・取得者数（男女別）、役員・管理職の女性割合

５ 過去３年間に認定企業の取消を受けていないこと

６ 過去３年間に認定基準を満たさなくなったことによって認定を辞退していないこと※６

７ 過去３年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと

８ 過去１年間に事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと※７

９ 暴力団関係事業主でないこと

10 風俗営業等関係事業主でないこと

11 各種助成金の不支給措置を受けていないこと

12 重大な労働関係等法令違反を行っていないこと

【 認定基準 】

認定企業となるためには、各都道府県労働局へ申請が必要です。上記の認定基準を満たし
ていることを確認した後、各都道府県労働局から認定通知書を交付します。
※申請書などの提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。また、認定基準を満たしてい

るかどうかを確認するための書類をご提出いただきます。詳細は、各都道府県労働局へお問い合わせください。

Ａ

Ｑ 認定企業になるには、どうすればよいですか？

※１ 少なくとも卒業後３年以内の既卒者が応募可であることが必要です。

※２ 正社員とは、直接雇用であり、期間の定めがなく、社内の他の雇用形態の労働者（役員を除く）に比べて高い責任を負いな
がら業務に従事する労働者をいい、派遣契約で業務に従事する者は除きます。

※３ 直近３事業年度の採用者数が３人または４人の場合は、離職者数が１人以下であれば、可とします。

※４ 有給休暇に準ずる休暇として、企業の就業規則等に規定する、有給である、毎年全員に付与する、という３つの条件を満た
す休暇について、労働者１人あたり５日を上限として加算することができます。

※５ 男女ともに育児休業などの取得対象者がいない場合は、育休制度が定められていれば可とします。また、「くるみん認定」
(子育てサポート企業として厚生労働省が定める一定の基準を満たした企業)を取得している企業については、くるみんの認
定を受けた年度を含む３年度間はこの要件を不問とします。

※６ ３、４の基準を満たさずに辞退した場合、再度基準を満たせば辞退の日から３年以内であっても再申請が可能です。

※７ 離職理由に虚偽があることが判明した場合(実際は事業主都合であるにもかかわらず自己都合であるなど)は取り消します。

2

本リーフレットの内容について詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。
（融資制度の詳細は、株式会社日本政策金融公庫へお問い合わせください）

電子申請も利用できます！

ユースエールの認定申請は、持参又は郵送によるほか、e-Govポータルサイトから、電子申請
の利用が可能です。ぜひご利用ください。（https://shinsei.e-gov.go.jp/）




